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(57)【要約】
本発明は、バイオマスから燃料を生産する統合的方法及
びシステムである。該方法及びシステムは、トウモロコ
シベースの蒸留かすなどのバイオマス発酵物分離残渣か
ら生じる供給物をガス化し、炭化水素合成反応器におい
てガス化した供給物から航空タービン燃料などの液体輸
送燃料成分を生産することに関連する。炭化水素合成反
応器からの少なくとも一部の廃熱を、バイオマスの液化
、発酵又は蒸留するための熱工程、又はバイオマス発酵
物分離残渣を分離又は処理するための熱工程に供給する
。
　【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）バイオマス発酵物分離残渣を含む供給物を供給する工程と、
　（ｂ）（ａ）からの供給物をガス化反応器においてガス化し、ＣＯ及びＨ２を含む混合
物を生産する工程と、
　（ｃ）ＣＯ及びＨ２を含む前記混合物を合成反応器で炭化水素合成触媒と接触させ、熱
及び液体輸送燃料成分を含む流出物を生産する工程と、
　（ｄ）バイオマス液化、発酵、発酵産物蒸留、脱水剤再生、発酵物分離残渣濃縮及び発
酵物分離残渣乾燥からなる群より選択される少なくとも１つの熱工程に、前記熱の少なく
とも一部を供給する工程とを含む、バイオマスから燃料を生産する統合的方法。
【請求項２】
　バイオマスの酵素的及び／又は細菌的分解を含むバイオマス液化工程に、前記熱の少な
くとも一部を供給する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　アルコールを分離するための発酵物の蒸留を含む発酵産物蒸留工程に、前記熱の少なく
とも一部を供給する、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　酵素的、細菌的及び／又は酵母媒介のアルコールの生産を含む発酵工程に、前記熱の少
なくとも一部を供給する、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　使用済みの固体脱水剤の再生を含む脱水剤再生工程に、前記熱の少なくとも一部を供給
する、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　発酵物分離残渣の体積を減少することを含む発酵物分離残渣濃縮工程に、前記熱の少な
くとも一部を供給する、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　発酵物分離残渣から少なくともいくらかの水分を除去することを含む発酵物分離残渣乾
燥工程に、前記熱の少なくとも一部を供給する、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　少なくとも２つの前記熱工程に前記熱の少なくとも一部を供給する、請求項１に記載の
方法。
【請求項９】
　少なくとも４つの前記熱工程に前記熱の少なくとも一部を供給する、請求項１に記載の
方法。
【請求項１０】
　前記バイオマス発酵物分離残渣は、木質材料、森林残渣、農業残渣及び作物からなる群
より選択される少なくとも１つの植物バイオマスの発酵に由来する、請求項１乃至９のい
ずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記バイオマス発酵物分離残渣は、湿潤蒸留かす（ＤＷＧ）、乾燥蒸留かす（ＤＤＧ）
、可溶分を含む乾燥蒸留かす（ＤＤＧＳ）及びトウモロコシベースの絞りかすから選択さ
れる、少なくとも１つのトウモロコシベースの物質である、請求項１乃至１０のいずれか
１項に記載の方法。
【請求項１２】
　供給物を供給する前記工程は、バイオマス発酵物分離残渣に対する熱分解、触媒転換、
乾燥、濃縮、及びチャーリングからなる群より選択される１つ以上の処理を行うことを含
む、請求項１乃至１１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　ＣＯの選択的除去、水素の選択的除去、水性ガスシフト及び逆水性ガスシフトの１つ以
上から選択される調整工程により、ＣＯ及びＨ２を含む前記混合物におけるＣＯ／Ｈ２比
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を調整する１つ以上の工程をさらに含む、請求項１乃至１２のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項１４】
　前記混合物を炭化水素合成触媒と接触させる前に、ＣＯ及びＨ２を含む前記混合物から
のＣＯ２、ＮＨ３、Ｈ２Ｓ、ＨＣＮ、ＨＣｌ、ＣＯＳ、Ｎ２及びＨｇからなる群より選択
される少なくとも１つの不純物を少なくとも部分的に除去する付加工程をさらに含む、請
求項１乃至１３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１５】
　水素添加分解、水素化処理、及び異性化の１つ以上から選択される水素化処理工程によ
り、液体輸送燃料成分を含む前記流出物の少なくとも一部を処理する付加工程をさらに含
む、請求項１乃至１４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１６】
　供給物を供給する前記工程は、低品位炭、液体炭化水素燃料、コークス、オイルシェー
ル、タールサンド、アスファルト、ピッチ、別のバイオマスベースの物質、及びそれらの
混合物からなる群より選択される少なくとも１つの追加の供給物要素とバイオマス発酵物
分離残渣を混合することを含む、請求項１乃至１５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１７】
　前記ガス化反応器は、固定層、バブリング層、流動層又は噴流層ガス化装置である、請
求項１乃至１６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１８】
　前記液体輸送燃料成分は、ガソリン、ジェット燃料、ケロシン又はディーゼル燃料の範
囲内の沸点を有する炭化水素燃料である、請求項１乃至１７のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項１９】
　前記液体輸送燃料成分は、約１．８５より大きいＨ／Ｃ比、約３８℃以上の引火点及び
約－４０℃未満の平均凝固点から選択される少なくとも１つの特性を有する航空タービン
燃料である、請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　（ａ）トウモロコシベースのバイオマス発酵物蒸留残渣を含む供給物を供給する工程と
、
　（ｂ）（ａ）からの供給物をガス化反応器においてガス化し、ＣＯ及びＨ２を含む混合
物を生産する工程と、
　（ｃ）ＣＯ及びＨ２を含む前記混合物を合成反応器で炭化水素合成触媒と接触させ、熱
及び液体タービン燃料成分を含む流出物を生産する工程と、
　（ｄ）トウモロコシ液化、トウモロコシマッシュの発酵、トウモロコシ発酵産物蒸留、
トウモロコシベースのエタノール脱水剤再生、トウモロコシマッシュ発酵物蒸留残渣濃縮
及びトウモロコシマッシュ発酵物蒸留残渣乾燥からなる群より選択される少なくとも３つ
の工程に、前記熱の少なくとも一部を供給する工程とを含む、トウモロコシベースのバイ
オマスからタービン燃料を生産する統合的方法。
【請求項２１】
　（ａ）バイオマス発酵物分離残渣を含む供給物を供給するように構成される装置と、
　（ｂ）（ａ）からの供給物をガス化してＣＯ及びＨ２を含む混合物を生産するためのガ
ス化反応器と、
　（ｃ）ＣＯ及びＨ２を含む前記混合物を反応させて熱及び液体輸送燃料成分を含む流出
物を生産するように構成される触媒的炭化水素合成ゾーンと、
　（ｄ）バイオマス液化、発酵、発酵産物蒸留、脱水剤再生、発酵物分離残渣濃縮及び発
酵物分離残渣乾燥からなる群より選択される少なくとも１つの熱工程に、前記熱の少なく
とも一部を供給するように構成される少なくとも１つの熱供給管とを含む、バイオマスか
ら燃料を生産する統合的システム。
【発明の詳細な説明】



(4) JP 2010-535282 A 2010.11.18

10

20

30

40

50

【技術分野】
【０００１】
　本明細書は一般に、バイオマスを燃料に変換する統合的方法及びシステムに関する。特
に、本明細書の実施形態は、トウモロコシベースのバイオマスを航空ジェット燃料に変換
する統合的方法に関する。
【０００２】
　本出願は、仮出願番号６０／９５３，３６４の優先権を主張するもので、その全体が参
照により援用される。
【背景技術】
【０００３】
　米国は輸送燃料の６０％以上を輸入している。海外のいかなる重大な障害も、米国など
の現在の輸送能力及び経済に重大な悪影響を及ぼし得る。さらに、従来の輸送燃料は、地
球の気候変化の一因であると考えられる温室効果ガスの排出の望ましくない上昇に関連付
けられている。これらの好ましくない状況に対処するため、研究者らはバイオ燃料を含む
代替燃料源に取り組み始め、現在使用されている化石燃料由来の生成物を置き替えている
。
【０００４】
　バイオ燃料は、バイオマスからなり又はバイオマスから生じる、固体、液体又は気体の
燃料として広く定義される。バイオマスは、植物、動物及びそれらの副産物を含む近年の
生物に由来する任意の物質であり、炭素循環に基づく再生可能なエネルギー源である。バ
イオ燃料生産用に特に栽培される農産物の例として、トウモロコシ、大豆、菜種、小麦及
びさとうきびが挙げられる。バイオ燃料は、現在使用される化石燃料の実行可能な代案を
供給することにより、エネルギー安全性を高めると同時に温室効果ガスの排出を減少する
重要な手段と見なされる。
【０００５】
　現在、トウモロコシ（又は他のバイオマス）はそれ自体が急増する輸送燃料であるエタ
ノールを製造するのに用いる。エタノール工場はトウモロコシ（又は他のバイオマス）を
用いてエタノールを生産するが、通常、発酵及び蒸留工程の副産物として、蒸留かすなど
、大量のバイオマス発酵物蒸留残渣もまた生産する。しかし、多数のエタノール工場が増
大し続けるにつれ、蒸留かすなどのバイオマス発酵物蒸留残渣の市場は次第に飽和し、価
格の着実な減少をもたらし、エタノール工場所有者の重要な収益源を脅かす。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】韓国特許第１０－２００２－００１０９０２Ａ号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って、前述の安全性及び温室効果ガス問題に対処するだけでなく、化石燃料の代替手
段としてエタノール産業を支援する輸送燃料の製造方法の必要性が依然としてある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一実施形態は、バイオマスから燃料を生産する統合的方法に関し、その方法は
、（ａ）バイオマス発酵物分離残渣を含む供給物を供給する工程、（ｂ）工程（ａ）から
の供給物をガス化反応器においてガス化し、ＣＯ及びＨ２を含む混合物を生産する工程、
（ｃ）ＣＯ及びＨ２を含む混合物を合成反応器で炭化水素合成触媒と接触させ、熱及び液
体輸送燃料成分を含む流出物を生産する工程、及び（ｄ）バイオマス液化、発酵、発酵産
物蒸留、脱水剤再生、発酵物分離残渣濃縮及び発酵物分離残渣乾燥からなる群より選択さ
れる少なくとも１つの熱工程に、熱の少なくとも一部を供給する工程を含む。
【０００９】
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　本発明のさらなる実施形態は、トウモロコシベースのバイオマスからタービン燃料を生
産する統合的方法に関し、その方法は、（ａ）トウモロコシベースのバイオマス発酵物蒸
留残渣を含む供給物を供給する工程、（ｂ）工程（ａ）からの供給物をガス化反応器にお
いてガス化し、ＣＯ及びＨ２を含む混合物を生産する工程、（ｃ）ＣＯ及びＨ２を含む混
合物を合成反応器で炭化水素合成触媒と接触させ、熱及び液体タービン燃料成分を含む流
出物を生産する工程、及び（ｄ）トウモロコシ液化、トウモロコシマッシュの発酵、トウ
モロコシ発酵産物蒸留、トウモロコシベースのエタノール脱水剤再生、トウモロコシマッ
シュ発酵物蒸留残渣濃縮及びトウモロコシマッシュ発酵物蒸留残渣乾燥からなる群より選
択される少なくとも３つの工程に、熱の少なくとも一部を供給する熱工程を含む。
【００１０】
　本発明のまたさらなる実施形態は、バイオマスから燃料を生産する統合的システムに関
し、そのシステムは、（ａ）バイオマス発酵物分離残渣を含む供給物を供給するように構
成される装置、（ｂ）（ａ）の装置からの供給物をガス化してＣＯ及びＨ２を含む混合物
を生産するためのガス化反応器、（ｃ）ＣＯ及びＨ２を含む混合物を反応させ熱及び液体
輸送燃料成分を含む流出物を生産するように構成される触媒的炭化水素合成ゾーン、及び
（ｄ）バイオマス液化、発酵、発酵産物蒸留、脱水剤再生、発酵物分離残渣濃縮及び発酵
物分離残渣乾燥からなる群より選択される少なくとも１つの熱工程に、熱の少なくとも一
部を供給するように構成される少なくとも１つの熱供給管を含む。
【００１１】
　本発明の他の特徴や利点は、以下の詳細な説明でより明確に理解される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施形態に基づく方法を概略的に説明するブロックフロー図である。
【図２】本発明の実施形態に基づく、トウモロコシベースの蒸留かすを生産する方法の説
明的及び図式的なフローチャートである。
【図３】本発明の実施形態に基づく、炭化水素合成反応器から熱を除去する方法の概略図
である。
【図４】本発明の他の実施形態に基づく様々な方法を概略的に説明するブロックフロー図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　前述の通り、本発明の実施形態はバイオマスから燃料を生産する統合的方法及びシステ
ムに関する。特に、本明細書に記載の方法及びシステムは、液体輸送燃料成分の炭化水素
合成からの廃熱の効率的かつ効果的な利用を、様々な熱工程において可能にする。
【００１４】
　図１を参照すると、本発明の実施形態に基づいた方法を概略的に説明するブロックフロ
ー図が示されている。バイオマス分解物分離残渣１０を、バイオマス発酵物分離残渣１０
を含む供給物を供給する工程１００に供する。本明細書でより詳細に後述するが、「供給
」工程１００は、熱分解、触媒転換、乾燥、濃縮及び／又はチャーリング（ここでは特に
図示せず）などの前処理工程を含む。バイオマス分解物分離残渣を含む供給された供給物
１１を供給工程１００から回収する。その後、供給された供給物１１をガス化反応器にお
けるガス化工程１０１に供し、ＣＯ及びＨ２を含む混合物１２を生産する。この混合物１
２を接触工程１０２に（直接的又は間接的に）供し、そこで混合物１２を合成反応器で炭
化水素合成触媒と接触させ、熱１４及び液体輸送燃料成分を含む流出物１３を生産する。
【００１５】
　点線枠内にまとめて示される６つの熱工程１０９のいずれか１つ以上に熱１４を供給す
る。６つの熱工程は、バイオマス液化１０３、発酵１０４、発酵物蒸留１０５、脱水剤再
生１０６、発酵物分離残渣濃縮１０７、及び発酵物分離残渣乾燥１０８である。
【００１６】
　本明細書で使用する場合、用語「バイオマス」は木質材料、森林残渣、農業残渣又は作
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物を一般に含む物質などとして広く定義される。従って、本明細書で使用されるバイオマ
スとしては、光合成の結果もたらされる物質が挙げられる。このことは、気候変動の原因
物質の疑いがある炭素含有燃料という状況から、「カーボンニュートラル」又は「カーボ
ンネガティブ」とさえ考えられる液体輸送燃料成分の生産に重要である。
【００１７】
　木質材料及び森林残渣としては、木材、木くず、おがくず、樹皮、又は木、わら、草な
どからの他のそのような物を挙げられる。農業残渣及び作物としてはさらに、短期輪作草
本類、もみ殻、コーヒー豆の殻などの殻、メイズ（すなわちトウモロコシ）、小麦、トウ
モロコシ茎葉、油料種子、油料種子抽出物残渣、他の穀物などを挙げられる。油料種子は
、大豆、カモリナ、キャノーラ、菜種、トウモロコシ、綿実、ヒマワリ、ベニバナ、オリ
ーブ、落花生などの代表的な含油種子である。また、バイオマスとしては、石油産業など
の農業加工産業から得られる物質、例えば油料種子から油を抽出した後の脱油した残渣を
挙げられる。バイオマスとしてはまた、殻、例えばヤシの殻、アーモンドの殻、クルミの
殻、ヒマワリの殻などの他の木から得られる物を挙げられる。ココナツ、ジュートなどの
セルロース系繊維は、バイオマスの全て又は一部を構成する。バイオマスとしてはまた、
藻類、微細藻類などがあり、予備処理後の農業製品も挙げられる。例として、（サトウキ
ビから汁を絞った後に得られる）バガス、コットンジンのくずなどの原料を挙げられる。
【００１８】
　実施形態に基づく方法は、バイオマス発酵物分離残渣を含む供給物を供給する工程を含
む。このような残渣は、バイオマス発酵の成分への分離（例えば、蒸留）の副産物として
生産されるものである。発酵されるバイオマスは通常、木質材料、森林残渣、農業残渣、
作物などから選択される１つ以上の植物バイオマスである。通常、バイオマスは微生物で
発酵し、アルコール及び他の有機化学物質などの化学物質を生産する。発酵由来のアルコ
ールとしては、ブタノール及びエタノールを挙げることができ、他の（通常、揮発性の）
有機化学物質としては、ケトン、カルボン酸、アルデヒドなどを挙げることができる。こ
れらの化学物質は、バイオマス発酵工程の所望の生成物であるが、発酵物からは分離しな
ければならない。一般に、エタノールなどの所望の揮発性の生成物をバイオマス発酵物か
ら分離する通常の方法は、発酵物の蒸留を含む。しかし、パーベーパレイションや膜分離
などの他の分離方法は、発酵物から所望の揮発性の有機物を回収するのに用いられる。分
離工程で除かれた部分が「バイオマス発酵物分離残渣」であり、それが本発明の実施形態
に基づく方法で用いられるこの後者の物質である。
【００１９】
　本発明の実施形態に基づく発酵工程は通常、バイオマス由来の原料の微生物（例えば、
酵母媒介又は細菌）変換を含む。ある実施形態において（限定されないが）、トウモロコ
シを発酵してエタノールを含む発酵物を生産する。トウモロコシを原料として利用した通
常のエタノール生産工程において、まずトウモロコシを細かくして、粉砕したトウモロコ
シを生産する。粉砕は乾燥粉砕又は湿潤粉砕のいずれかである。粉末はその後、水及びア
ルファアミラーゼなどの酵素と混合して、その後クッカーに通し、でんぷんを液化してマ
ッシュにすることができる。その後、この段階で熱を加え、液化を促進する。実施形態に
おいて、１５０℃まで温度を加熱する。さらなる代表的な実施形態において、クッカーか
ら出したマッシュを冷却し、グルコアミラーゼなどの二次酵素を添加して液化でんぷんを
発酵性糖に変換する。その後、酵母をマッシュに添加し、糖をエタノール及び二酸化炭素
に発酵する。１つ以上の発酵槽を用いる。
【００２０】
　発酵マッシュは今やビールと呼ばれ、一般に約１０％のエタノールを含むが、さらにト
ウモロコシ及び酵母細胞からの非発酵性固体を含む。その後、発酵マッシュを蒸留システ
ムに移し、固体及び水からエタノールを除去する。アルコールは通常、共沸（通常約９５
％）濃縮で蒸留システムから回収し、蒸留残渣（かすと呼ばれることもある）も回収する
。蒸留残渣を乾燥及び／又は濃縮した時点で、その後は蒸留かすと呼ばれる。前述の通り
、バイオマス発酵物分離残渣の１つの典型的な実施形態が蒸留かすである。
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【００２１】
　図２を参照すると、バイオマス発酵物分離残渣、すなわちトウモロコシベースの蒸留か
すの一形態を生産する方法の説明的及び図式的なフローチャートが示されている。１５を
介してトウモロコシを供し、２００において微粉砕し、その澱粉を露出させる。１６を介
して、酵素（特に図示せず）及び蒸気配管１７を通じて熱を添加したクッカー２０１に、
粉砕トウモロコシを供する。クッカー２０１は、炭化水素合成反応器から回収した熱を用
いる熱工程の一例である。管１８を介して加熱したトウモロコシを発酵槽２０２に送るが
、そこにはまた１９を介して酵母を、２０を介して酵素を供している。２１を通じて発酵
トウモロコシマッシュ（「発酵物」）を蒸留装置２０３に供する。２２を介して蒸気を与
え、トウモロコシマッシュの蒸留を促進する。蒸留装置２０３の上から、２３を介して共
沸エタノールを回収する。その後この共沸エタノールを脱水剤の活性層２０５に通し、２
７を経由して実質的に無水のエタノールを十分に生産する。脱水剤の使用済み層２０６は
、脱水の務めからオフラインであるが、２８を介して任意に加熱した不活性ガスを通すこ
とによって再生し、２９で水を外に出す。
【００２２】
　トウモロコシベースのかすを蒸留装置２０３の底から回収し、管２４を通じて処理装置
２０４に送り、そこで遠心分離及び加熱乾燥機でかすを処理して液体を除去する。管２５
を介して熱を（高温ガスの形態で）間接的に与え、管２６を経由して乾燥蒸留かすを回収
する。
【００２３】
　湿潤蒸留かす（ＤＷＧ）、乾燥蒸留かす（ＤＤＧ）、可溶分を含む乾燥蒸留かす（ＤＤ
ＧＳ）及びトウモロコシベースの絞りかすを含む様々な等級の蒸留かすがトウモロコシベ
ースの蒸留残渣として回収される。通常、ＤＷＧは約６５％以上の水分を含み、ＤＤＧは
約１０％から約５０％の水分を含むことが多い。絞りかすは通常、約２０から４０％の固
体分を含む。これら及び他のバイオマス発酵物分離残渣は、本発明の実施形態に基づく液
体輸送燃料成分を形成する際に利点をもたらすことがわかっているが、それはこのような
残渣が理想的なＨ／Ｃ比、例えば通常、約２：１を有するためである。
【００２４】
　本発明の実施形態に基づき、バイオマス発酵物分離残渣を含む供給物をガス化反応器に
供給する。このガス化反応器（ガス化装置ともいわれる）は以下に詳しく記載する。実施
形態において、供給物を「供給する」工程は、ガス化反応器に入れる前にバイオマス発酵
物分離残渣に対して行う処理工程を含む。この処理工程は、熱分解、触媒転換、乾燥、濃
縮、及びチャーリングの１つ以上から選択する。これらの処理工程は、バイオマス発酵物
分離残渣をよりガス化に適する状態にすることが可能である。例えば、比較的高い含水量
であるので、反応器の効率を上げ、凝集や水分の他の悪影響を回避するために、ＤＷＧな
どのバイオマス発酵物分離残渣は、ガス化装置に入れる前に乾燥及び／又は濃縮すべきで
ある。他の実施形態において、そのいずれかがその後ガス化装置に入れられるバイオ油又
はチャーに少なくとも一部の残渣を変換するために、実質的に酸素がない状態でバイオマ
ス発酵物分離残渣を熱分解することは好適である。またさらなる実施形態において、バイ
オマス発酵物分離残渣の触媒転換を行い、よりガス化に適する形態（例えば、固体、及び
／又は高い炭素含量、及び／又はタール状でない特性）に残渣を転換する。
【００２５】
　他の実施形態において、バイオマス発酵物分離残渣を含む供給物を「供給する」工程は
、上述のどの処理工程も含まず、単にバイオマス発酵物分離残渣をガス化装置に送るか又
は供給することを含む。どのようにバイオマス発酵物分離残渣を含む供給物を供給するか
の特徴によらず、本発明は、別のバイオマスベースの物質（例えばトウモロコシ茎葉）及
び／又は炭素質燃料などの追加の供給物要素とバイオマス発酵物分離残渣を組み合わせる
実施形態を含む。場合によっては、バイオマス発酵物分離残渣を、低品位炭、液体炭化水
素燃料、コークス、オイルシェール、タールサンド、アスファルト、ピッチ、別のバイオ
マスベースの物質、及びそれらの混合物から選択される少なくとも１つの追加の供給物要
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素などと組み合わせるか又は混合する。この組み合わせ又は混合はガス化装置内で生じ、
或いはガス化装置に供給される前に生ずる。
【００２６】
　バイオマス発酵物分離残渣と組み合わせる追加の供給物要素として低品位炭を用いるこ
とは特に好適である。「低品位」の石炭は通常、瀝青よりも低品位の石炭、例えば亜瀝青
又は亜炭であると当業者に理解されることが多い。場合によっては、このような低品位炭
は約１６重量％から２５重量％などの比較的高い酸素含有量を有する。低品位炭の他の性
質としては、約１０重量％から４０重量％の範囲などの比較的高い水分含有量、約１２重
量％から４０重量％の範囲などの比較的高い乾燥灰分含有量を挙げられる。低品位炭は、
米国の中央大陸地域（パウダー川流域の石炭）、及び中国（褐炭）に大量に存在する。
【００２７】
　追加の供給物要素を用いる場合、バイオマス発酵物分離残渣を直接組み合わせてもよい
し、又は追加の供給物要素と混合する前にバイオマス発酵物分離残渣に対して前述の処理
工程（例えば、熱分解、触媒転換、乾燥、濃縮、チャーリング）の１つ以上を行う。
【００２８】
　いかに供給物を得るか又は調製するかにかかわらず、（例えば、バイオマス発酵物分離
残渣を追加の供給物要素と混合しようがしまいが、且つ／又は処理工程において前処理を
しようがしまいが）、供給物はガス化反応器においてガス化し、少なくとも一酸化炭素及
び水素を含む混合物を生産する。一般に知られるように、ガス化という用語は炭素質及び
／又は炭化水素原料を、水素及び一酸化炭素を含む合成用ガス（合成ガスとしても知られ
る）に変換する工程をいう。通常のガス化工場において、（１）炭素質原料及び（２）空
気、酸素、蒸気、水及び／又はＣＯ２を、ガス化反応器内で接触させ、そこで原料の部分
酸化が起こる。原料及び分子酸素が反応して合成ガスを形成する。ガス化されない灰分物
質並びに変換されていない及び／又は不完全に変換された原料は該工程の副産生物である
。場合によっては、急冷工程を用いて合成ガスを冷却して飽和状態にする。
【００２９】
　本発明の実施形態に基づき、ガス化反応器は好適に、固定層、バブリング層、流動層、
噴流層ガス化装置などの１つ以上の型である。さらにガス化反応器は、スラリー供給、加
圧、スラッギング性などから選択される少なくとも１つの特性を有する。例えば、噴流層
ガス化装置において、酸素、空気、蒸気、又はこれらの組み合わせなどのガス化剤は、原
料を流動化し、それを少なくともガス化反応器からいくらか離れたところに運ぶのに用い
る。これらの種類のガス化反応器及び操作モード自体はそれぞれ、例えば石炭から合成ガ
スを生成するのに用いることで公知である。
【００３０】
　実施形態において、ガス化反応器は加圧モード（常圧より高い任意の圧力であり得るが
、通常約１０ｂａｒから約４０ｂａｒ）で操作することができ、場合によっては優れた全
体効率を提供する。実施形態において、ガス化反応器はむしろ実質的に常圧で操作する。
ある実施形態において、約１０００℃より高い温度、例えば約１０００℃から約１４００
℃でガス化反応器を操作し、より効果的に供給物のタール状成分をガス化する。しかし、
このような高温での操作は、ガス化反応器において高価な耐熱材料の使用を必要とする。
さらなる別の実施形態において、ガス化反応器は中程度の温度、通常約７００℃から約１
０００℃で操作する。
【００３１】
　工程（ａ）から（ｄ）は、バイオマスから燃料を生産する統合的方法の工程段階として
記述されるが、以下に記載される他の工程があることや用いることを除くためのものでは
ない。例えば、工程（ｂ）においてガス化反応器で生成されたＣＯ及び水素の混合物は、
スクラビングなどのさらなる処理工程を経て酸性ガスを除去し、又は水性ガスシフトを経
てＣＯ／水素比を調整する。混合物中のＣＯ／Ｈ２比を調整する工程は、ＣＯの選択的除
去、水素の選択的除去、水性ガスシフト、逆水性ガスシフトなどの１つ以上から選択され
る調整工程により達成される。ＣＯの選択的除去又は水素の選択的除去を目的とする際は
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、選択的酸化により、又は膜処理により行う。以下にさらに詳細に説明するように、混合
物中のＣＯ／Ｈ２比を調整することにより、炭化水素合成反応器の流出物において所望の
生成物の形成が促進される。
【００３２】
　本発明の実施形態によると、ガス化反応器からの原産物の合成ガスは、ＣＯ及び水素に
加えて、不純物として他のガス状成分をさらに含むことがよくある。これらの不純物とし
て、ＣＯ２、ＮＨ３、Ｈ２Ｓ、ＨＣＮ、ＨＣｌ、ＣＯＳ、窒素、水銀などを挙げられる。
このような他のガス状成分は、混合物に対して行う終了処理段階（例えば、炭化水素合成
）に有害であるか、又はこれらの終了処理段階の効率を下げる。従って、実施形態におい
て、本発明の方法は、炭化水素合成触媒と混合物を接触させる前のＣＯ及びＨ２を含む混
合物からのアンモニア、一酸化炭素、硫化水素、ＨＣｌ、シアン化水素、水銀、窒素及び
硫化カルボニルから選択される少なくとも１つの不純物を少なくとも部分的に除去するス
クラビング又は他の方法の追加工程をさらに含む。水銀除去には保護層を用いるが、酸性
ガス状不純物（例えば、ＣＯ２及びＨ２Ｓ）にはスクラバーを好適に用いる。一酸化炭素
を原産物の合成ガスから分離して回収する実施形態において、気候変動が疑わしい化合物
の放出を限定するために一酸化炭素を隔離することもある。
【００３３】
　本発明の実施形態において、（必要に応じて、好適には不純物を洗浄しＣＯ／Ｈ２比を
調整してある）ＣＯ及びＨ２を含むガス状混合物を、炭化水素合成触媒と接触させる合成
反応器に移動し、熱及び液体輸送燃料成分を含む流出物を生産する。このような炭化水素
合成触媒は、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒｅ、Ｒｕなどから選択される少なくとも１つなど、フ
ィッシャー・トロプシュ（Ｆ－Ｔ）反応による炭化水素合成のために従来公知である任意
の触媒物質を含む。これらの触媒物質を元素形態及び／又は化合物形態で供給する。通常
、これらの触媒物質は分散形態で供給して使用され、耐熱性無機支持材、例えばジルコニ
ア、チタニア又はアルミナなどの無機支持体に支持される。多くの場合、本実施形態の炭
化水素合成触媒の触媒物質は１つ以上のプロモーター物質をさらに含む。実施形態におい
て、炭化水素合成触媒は、炭化水素合成触媒全体の約１％から約５０％存在する１つ以上
のＦｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒｅ、Ｒｕを含む。炭化水素合成触媒がＦｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒｅ、
Ｒｕから選択された少なくとも１つを含む場合、Ｒｅ、Ｒｕ、Ｐｔ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｔｈ、
Ｚｒ、Ｈｆ、Ｕ、Ｍｇ及びＬａなどのいずれか１つ以上を共触媒又はプロモーターとして
用いる。多くの場合、触媒物質としてのＣｏの使用により、パラフィンの形成が促進され
る。
【００３４】
　本発明の実施形態において、ＣＯ及びＨ２を含むガス状混合物を、約１４０℃から約４
００℃（又はより狭くは、約２００℃から約２５０℃）などの温度条件、及び約０．５か
ら約５０ｂａｒ（又はより狭くは、約２から約２５ｂａｒ）などの圧力条件下で、炭化水
素合成触媒と接触させる。（本発明の他の箇所で）開示される全ての範囲は、記載される
端点を含み、単独で一体化できることに留意されたい。
【００３５】
　炭化水素合成反応器は、様々な反応器型の１つ以上、例えば、１つ以上の触媒層、スラ
リー反応器、流動層反応器、又は異なる型の反応器の組み合わせを含む固定層反応器であ
る。実施形態において、炭化水素合成過程はスラリーフィッシャー・トロプシュ過程であ
り、この過程でＨ２及びＣＯの混合物を含む合成ガスが、反応条件で液体である合成反応
の炭化水素生成物を含むスラリー液に分散し懸濁した微粒子の炭化水素合成触媒を含む反
応器中のスラリーを通して泡立てられる。
【００３６】
　本発明の実施形態によると、合成反応器における合成ガスの炭化水素合成触媒との接触
により、１つ以上の液体輸送燃料成分を含む流出物がもたらされる。（少なくともパラフ
ィンを通常含む）この「液体輸送燃料成分」は、液体輸送燃料としてそれ自体を用いるか
、又は別の燃料及び／又は添加物と適当に混合され液体輸送燃料として有用となる。従っ
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て、「成分」という用語は、合成反応器からの流出物を液体輸送燃料の一部として、又は
燃料自体として、（後述するように、任意の適当な分離及び／又は水素化処理の後に）用
いることを示すのに用いる。例えば、ある実施形態において、本明細書の方法及びシステ
ムは、ジェットタービン燃料として用いるような十分な潤滑性及び他のパラメーターを有
する液体輸送燃料成分を供給する。別の実施形態において、液体輸送燃料成分は、ジェッ
トタービン燃料として有用とするために、他の燃料及び／又は添加物との混合を要する。
本明細書で使用される場合、「液体輸送燃料」及び「液体輸送燃料成分」は一般に、ガソ
リン、ジェット燃料、ケロシン又はディーゼルの範囲内で沸騰する炭化水素燃料をいう。
実施形態において、液体輸送燃料成分はタービン燃料として用いる。望ましい種類の液体
輸送燃料成分の形成は、（１）バイオマス発酵物分離残渣を含む供給物のために適当な化
学的組成物を選択することにより、（２）ガス化反応器で形成された合成ガスのＣＯ／Ｈ

２比を調整することにより、（３）炭化水素合成反応器中の温度、圧力及び／又は触媒を
含む条件を調整することにより、及び（４）前述の組み合わせにより、促進する。例えば
、乾燥蒸留かすのＨ／Ｃ比は、（例えばパラフィン系の）液体輸送燃料成分への変換に理
想的である。
【００３７】
　「タービン燃料」とは、タービン内で燃焼して動力を供給する燃料組成物を言う。ター
ビンは、電力を作り出すのに用いられるタービンなどのように固定されていてもよいし、
船又は飛行機に動力を供給するなどのように移動基盤に動力を供給するのに用いてもよい
。特定の規格に合ったタービン燃料は、飛行機のジェット燃料として用いる。ジェットエ
ンジンのタービン燃料の規格は、電力を作るのに用いるタービンの燃料の規格よりも厳し
い。
【００３８】
　一般に公知のように、「ジェット燃料」は航空タービンでの使用に適する物質であり、
ＡＳＴＭ　Ｄ１６５５；ＤＥＦ　ＳＴＡＮ　９１－９１／３（ＤＥＲＤ　２４９４）、国
際航空運送協会（ＩＡＴＡ）「航空タービン燃料規格のための指導材料」第４版２０００
年３月、アメリカ合衆国軍事用ジェット燃料規格ＭＩＬ－ＤＴＬ－５６２４、ＭＩＬ－Ｄ
ＴＬ－８３１３３、及びそれらの改良型の規格の少なくとも１つの現行版に通常適合する
。航空タービン燃料として公知であるジェット燃料は、Ｊｅｔ－Ａ、ＪＰ－Ａ、ＪＰ－Ｂ
、ＪＰ－４、ＪＰ－５、ＪＰ－７、ＪＰ－８、ＪＰ８＋１００などの様々な特定の等級の
航空燃料である。ジェット燃料はケロシンの特定の等級であり、様々な等級の規格は様々
な基準により特定される。例として、ＪＰ－８は標準ＭＩＬ－Ｌ－８３１３３Ｃで定義さ
れる。
【００３９】
　本発明の実施形態による液体輸送燃料成分が航空タービン又はジェット燃料の目的で用
いられる場合、一般に、約１．８５より大きく、より狭くは約１．８５から約２．２０の
Ｈ／Ｃ比、約３８℃以上、より狭くは約３８℃から約６０℃、さらにより狭くは約４０℃
から約６０℃の引火点、及び約－４０℃未満、より狭くは約－４７℃未満の凝固点で、し
ばしば約－５０℃から約－６０℃の平均凝固点を有する（ＡＳＴＭ－Ｄ－２３８６で規定
される凝固点）のパラメーターの１つ以上を満たす。本発明の実施形態において、液体輸
送燃料成分は前述したジェット燃料基準規格の１つ以上をさらに満たす。
【００４０】
　実施形態において、輸送に用いる前、例えばジェット燃料又は航空タービン燃料として
用いる前に、酸化防止剤、帯電防止剤、腐食防止剤、氷結防止剤などの様々な添加物を液
体輸送燃料成分に添加する。添加物の量及び種類は輸送燃料の等級によって異なる。
【００４１】
　本発明の他の実施形態によると、合成反応器における合成ガスと炭化水素合成触媒との
接触により、１つ以上の液体輸送燃料成分を含む流出物がもたらされ、液体輸送燃料成分
はその後、水素化処理によって等級を上げられる。このさらなる水素化処理工程は一般に
、水素添加分解、水素化処理、及び異性化などの１つ以上から選択される。この水素化処
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理工程は、それ自体が炭化水素処理の当業者に一般に公知である。水素化処理は通常、流
出物中に存在するアルコールを除去してオレフィンを水素化するために、自由水素の存在
下で行う。水素化処理による改良は、所望の物性を与えるためにいくつかの又は全ての液
体輸送燃料成分に対して行う場合もある。例えば、本発明の実施形態に基づく液体輸送燃
料成分は、航空タービン燃料として用いるのに適するように、水素化処理により等級を上
げる。
【００４２】
　本発明のまたさらなる実施形態において、１つ以上の液体輸送燃料成分を含む炭化水素
合成反応器からの流出物を、１つ以上の蒸留又は他の分離工程により分離する。通常、こ
のような蒸留又は分離は沸点に基づく。こうして、１つ以上の液体輸送燃料成分を含む流
出物を、１つ以上のより低い沸点の留分及び１つ以上のより高い沸点の留分に蒸留される
。このような蒸留を行って油性燃料成分から液体燃料成分を分離することは好適である。
最後に、蒸留及び水素化処理の両方を、どの順番でも、炭化水素合成反応器からの流出物
に対して行う。
【００４３】
　前述の通り、本発明の実施形態による統合的方法は、炭化水素合成工程により生産され
た熱の少なくとも一部を、バイオマス液化、発酵、発酵産物蒸留、脱水剤再生、発酵物分
離残渣濃縮及び発酵物分離残渣乾燥から選択される、熱を必要とする少なくとも１つの熱
工程に供給することを含む。すなわち、炭化水素合成工程により生産された熱は、該熱工
程の少なくとも２つ、又は少なくとも３つ、又は少なくとも４つ、又は少なくとも５つに
与えられる。熱を必要とするこれらの工程はそれぞれ「熱工程」を意味するが、熱又は物
理的工程のみが起こることを示すのでなく、これらの工程がそれぞれ化学的及び／又は生
化学的工程をさらに含む。例えば、バイオマス液化工程は粉砕トウモロコシの加熱工程で
あり、それにより、水分及び酵素の存在下でコーンミールを加熱する。さらに、該方法の
いくつかの工程は該方法の他の工程と類似しているが、本明細書で使用する場合、「統合
的」という用語は、該方法のある工程が全体の方法の初期又は後期の工程のいずれかに相
互に関係したり、左右されたりすることを意味する。
【００４４】
　合成反応器（例えば、フィッシャー・トロプシュ反応器）から出る熱は、反応器の内部
でも外部でも、合成反応器との間接的な熱交換による熱回収、又は反応器からの生成物と
して回収された熱い流出ガスからの熱回収を含む、多くの適当なやり方で回収される。通
常の炭化水素合成反応器において、他の成分に混ざって水を含む流れ（例えば塔頂流）を
除去する。反応器からの水を含む流れを冷却することにより、又は反応器自体を冷却する
ことにより、又は反応器からの他の流出流を冷却することにより、炭化水素合成反応器か
ら熱を得てもよい。すなわち、炭化水素合成反応器からの１つ以上の熱い流出流を熱交換
器に通す。使用可能な熱交換器は、シェルアンドチューブ型熱交換器又は溶着プレートア
ンドフレーム熱交換器である。或いは、合成反応器は冷却コイルを含み、高発熱フィッシ
ャー・トロプシュ反応の間に作られる熱を除去するのに役立つ。炭化水素合成反応器内部
の冷却コイル及び熱い流出流からの熱除去のための熱交換器の両者を同時に用いても良い
。
【００４５】
　熱を必要とする熱工程に炭化水素合成反応器からの熱を供給するために、従来の手段を
適切に用いる。流れもしくは熱風などの熱伝導流体又は他の加熱気体を使用することは周
知であり、必要なところに回収した熱を供給するのに効果的な手段である。
【００４６】
　図３を参照すると、炭化水素合成反応器から熱を除去し、熱を１つ以上の熱工程に供給
する、（限定されないが）典型的な方法の概略図が示されている。フィッシャー・トロプ
シュ反応器３００に管３０を通じて合成ガスを入れ、３１を通じて液体輸送燃料成分を含
む流出物を回収する。管３２中の冷却水を反応器３００内の冷却コイルに入れて、間接熱
を熱い反応器と接触させ、この工程により生じた蒸気を与え、１つ以上の熱工程１０９を
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促進する。
【００４７】
　熱を必要とする熱工程は、バイオマス液化、発酵、発酵産物蒸留、脱水剤再生、発酵物
分離残渣濃縮及び発酵物分離残渣乾燥の１つ以上から選択される。本明細書で開示される
統合的システム及び方法は、エネルギーを取り込みこれらの熱工程を促進する必要性を取
り除くか又は減らす。例えば、発酵物分離残渣乾燥（例えば、乾燥蒸留かす）は通常、従
来技術の天然ガス燃焼バーナを用いて行われている。これにより、トウモロコシからエタ
ノールを生産するためのコストが増える。しかし、本発明の方法及びシステムは、廃熱形
態を再利用することでコスト削減の利点を提供する。
【００４８】
　バイオマス液化工程は、前述の任意のバイオマス物質の酵素的及び／又は細菌的分解を
含む。典型的だが限定されない種類のバイオマス液化は、粉砕したトウモロコシを水及び
酵素と混合し、その後クッカーに通してでんぷんを液化してマッシュにする前述の工程で
ある。熱は通常、液化を増進するのに必要である。
【００４９】
　発酵工程は、バイオマス物質から酵素的、細菌的及び／又は酵母媒介のアルコールの生
産を含む。典型的だが限定されない種類の発酵工程は、トウモロコシマッシュの発酵から
エタノールを回収するための前述の工程を含む。発酵工程は入熱の利益を受ける。
【００５０】
　発酵産物蒸留工程は通常、アルコールを分離する発酵物の蒸留を含む。発酵産物蒸留工
程のある限定されない例は、エタノールを発酵産物として回収するための発酵トウモロコ
シマッシュの蒸留である。発酵産物蒸留工程は通常、所望のアルコール、例えば共沸エタ
ノールの生産を促進するための熱を必要とする。
【００５１】
　脱水剤再生工程は一般に、使用済みの固体脱水剤の再生を含む。通常、このような使用
済みの固体脱水剤は、バイオマス発酵産物（例えば、トウモロコシ発酵からのエタノール
）を脱水するのに用いられる。現在工業的に最も認められているエタノールの脱水法は、
ゼオライト３Ａなどの固体脱水剤として分子篩による吸着を用いることである。固体脱水
剤の１つの層が脱水のための共沸エタノールの流入を受け止め、他の層が再生を経る、２
つの層システムが通常用いられる。使用済みの固体脱水剤を含む層の再生が真空下で起こ
ることもあるが、熱を用いて使用済みの脱水剤から水を追い出し、ひいては脱水剤を再生
することもある。
【００５２】
　発酵物分離残渣濃縮工程は一般に、発酵物分離残渣の体積を減らすことを含む。「発酵
物分離残渣」は、バイオマス（例えばトウモロコシ）発酵物からの所望の生成物（例えば
、アルコール又は他の揮発性有機化合物）の分離（例えば蒸留）後の廃棄残渣である。こ
の発酵物分離残渣は、トウモロコシベースの蒸留かす又は蒸留シロップを含む。体積の減
少は遠心分離で行う。体積の減少を促進するために熱を用いることもある。
【００５３】
　発酵物分離残渣乾燥は、乾燥機（例えば、蒸気管回転式又はリング型乾燥機）で、乾燥
トウモロコシ蒸留かすなどの発酵物分離残渣から少なくともいくらかの水分を除去するこ
とを含む。特定の目的のために、このような残渣は、さらなる利用の前、例えばガス化又
は供給物としての使用の前に、所望の水分量までの乾燥を必要とすることが多い。そのよ
うな場合、蒸気乾燥機、ガス式乾燥機、噴霧乾燥機、気流乾燥機、流動層乾燥機、回転炉
などの従来の手段を用いて乾燥を行う。
【００５４】
　ある特定の実施形態において、熱工程はバイオマス発酵物分離残渣を生成、分離及び／
又は処理するのに用いられるか、或いは熱工程はバイオマス発酵物分離残渣を生成、分離
及び／又は処理する同じ工程の別の生成物を処理するのに用いられる。すなわち、熱が供
給される熱工程は「供給」工程（ａ）に送られるバイオマス発酵物分離残渣を濃縮又は乾
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化水素合成からの熱がこれらの蒸留かすを乾燥するのに用いられる場合である。
【００５５】
　或いは熱工程は、バイオマス発酵物分離残渣が得られるバイオマスを液化、発酵又は蒸
留する工程である。例えば、トウモロコシを発酵、液化又は蒸留して合成ガスを作るため
にガス化する蒸留かすを作るのに、合成ガスからの炭化水素合成から得られた熱を用いる
場合である。
【００５６】
　或いは熱工程は、バイオマス発酵物分離残渣を生成、分離及び／又は処理する同じ工程
の別の生成物を処理するものである。例えば、これは、炭化水素合成からの熱を用いて、
蒸留かすを作る同じ工程で作られるエタノールを乾燥するのに用いられる乾燥剤を再生す
る際に生ずる。
【００５７】
　図４を参照すると、本発明の他の実施形態に基づく様々な方法を概略的に説明するブロ
ックフロー図が示されている。パウダー川流域の石炭を含む追加の供給物要素３４、及び
バイオマス発酵物分離残渣３５の両方を、供給物として供給工程４００に供する。前述し
た通り、「供給」工程４００は、熱分解、触媒転換、乾燥、濃縮及び／又はチャーリング
（ここでは特に図示せず）などの前処理工程を含む。供給工程４００は、供給された供給
物３６を生成する。供給された供給物３６はその後、ガス化反応器においてガス化工程４
０１に供され、ＣＯ及びＨ２を含む混合物３７を生産する。この混合物３７を（直接的又
は間接的に）、混合物３７が合成反応器において炭化水素合成触媒と接触する接触工程４
０２に供し、熱４０及び少なくともパラフィンを含む流出物３８を生産する。流出物３８
はその後、水素化処理工程４０３において等級を上げ、液体輸送燃料成分３９を生産する
。
【００５８】
　熱４０を、点線枠内にまとめて示される６つの熱工程４１０のいずれか１つ以上に供給
する。６つの熱工程のそれぞれは、バイオマス液化４０４、発酵４０５、発酵物蒸留４０
６、脱水剤再生４０７、発酵物分離残渣濃縮４０８、及び発酵物分離残渣乾燥４０９であ
る。本明細書で使用される場合、関連する基本機能に変化をもたらさずに変わり得る任意
の定量的表現を修飾するために、近似の言語を使用する。従って、「約」及び「実質的に
」などの用語又は複数の用語によって修飾された値は、特定された正確な値に限定されな
い場合がある。量に関連して用いる修飾語句「約」は、記載の値を含み、前後関係によっ
て決定される意味を持つ（例えば、特定量の測定に関連する誤差の程度を含む）。「任意
」又は「任意に」は、実質的に記載される事象又は状況が起こり得るか起こり得ない、又
は実質的に特定される物質が存在し得るか存在し得ないことを意味し、記載は、事象又は
状況が起こるか又は物質が存在する例、及び事象又は状況が起こらないか又は物質が存在
しない例を含む。単数形「１つの」及び「その」は、前後で特に明確に記載されない限り
複数の指示対象を含む。本明細書で開示される全ての範囲は、記載される端点を含み、単
独で一体化できる。
【００５９】
　本発明は限定された数の実施形態のみに関連した詳細を記載したが、本発明は開示され
たこのような実施形態に限定されるものではないことを理解されたい。むしろ本発明を修
正し、記載されていない変更、代替又は同等の構成を含み得るが、本発明の精神と範囲に
相応するものである。さらに、本発明の様々な実施形態を記載したが、当然のことながら
、本発明の側面は記載の実施形態のいくつかのみを含む。従って、本発明は前述の記載に
限定されると理解されるべきではなく、添付の特許請求の範囲によってのみ限定される。
【００６０】
　新規であるとして主張され、米国特許証によって保護されることが望ましいものは、以
下の通りである。
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